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参院選で与党過半数割れ、日本政治は混迷の多党時代へ	

参院選（7 月 20 日投開票）では、自民・公明両党が過半数の議席確保という最低限の

目標すら達成できず、連立与党にとって大きな打撃となった。石破政権の存続は極めて

不透明な状況にある。 

物価高と賃金停滞による経済不安が続く中、政権が経済成長につながる政策や明確な将

来ビジョンを示していないことが、与党離れを加速させた。政権批判票は国民民主党や

新興勢力の参政党に流れ、変化を求める民意は高まっているものの、野党間のイデオロ

ギーや政策面の隔たりは大きく、政権交代に繋がる野党連携の見通しは立っていない。 

石破茂首相は続投の意向を示しているが、自民党内で首相の責任を問う声が高まれば、

内閣は退陣に追い込まれる可能性がある。衆参両院で与党が過半数を失ったことから、

連立の拡大は避けられない情勢であり、国民民主党や日本維新の会などとの連立が模索

される見通しだ。野党第一党の立憲民主党との「大連立」も選択肢から完全に排除され

ているわけではない。いずれの体制においても、連立相手の意向が政策決定に強く反映

されることとなり、主要政策の方向性は一層不確実になると予想される。 

今回の選挙結果によって、日本政治は「自民・公明が政権を担う安定的な政権運営」か

ら、「少数野党が政局の鍵を握る不安定な時期」へと本格的に局面が転換した。政治状

況が大きく不安定化する中で、当面は官僚機構が政策を主導する体制が続き、政治的判

断を伴う改革的な政策は停滞する可能性が高い。 
 

 

 

 

 



 
 
 

 
 

選挙結果と分析 

 

自民党は改選 52 議席を大幅に下回る 39 議席、公明党は過去最低の 8 議席で、与党が

過半数を確保できる 50 議席に 3 議席届かなかった。立憲民主党は改選 22 議席から横

ばいで、国民民主党は改選 4 議席から大幅増の 17 議席を獲得。日本維新の会は改選 6

議席を上回る 7 議席、参政党は 14 議席に伸ばした。 
 
自民党は政治資金を巡るスキャンダルの影響が長期化する中、物価高対策として示した

現金給付が「バラマキ」との批判を受けたことに加え、民間企業の賃上げを促すための

政策も打ち出せておらず、有権者の与党に対する期待感は広がらなかった。 

公明党については、支持母体である創価学会の高齢化が支持低下の一因と見られる。さ

らに、20 年以上の自民党との連立により保守色が強まったことで、中道政党としての

立ち位置が曖昧となり、従来の支持層の一部が離れたとの見方もある。 

野党第一党の立憲民主党は、改選前の議席を確保したものの、与党批判票の受け皿にな

ったとは言い難く、伸び悩んだ。一方、国民民主党は、現役世代の手取りを増やす政策

が引き続き支持を集め、昨年の衆院選に続き、参院でも大幅に議席を増やした。 

今回は、既成政党全体への不信感を背景に、保守系の新興政党・参政党が大きく議席を

伸ばした。参政党は「日本人ファースト」をスローガンに掲げ、外国人受け入れに批判
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的な姿勢を前面に出して保守層に訴え、自民党の支持層の一部を取り込んだと見られ

る。日本の在留外国人数は、米国や欧米諸国と比べて極めて少ないものの、経済的な停

滞感が広がる中で、各国同様に右派的な政策を掲げる政党が支持を集めやすい傾向が見

られた。	

日本維新の会は、本拠地である関西では強さを見せたが、それ以外の地域への広がりに

は課題を残し、全国政党としての存在感は示せなかった。 

昨年の衆院選や東京都知事選では、SNS を駆使した政党や候補者が相次いで躍進し、

日本でも選挙結果に対する SNS の影響力が顕著に高まっている。今回、参政党は SNS

発信に注力し、実質的な政策実行の可能性よりも、SNS 上での話題化や共感拡散を優

先する Web マーケティング型の選挙戦略を展開。徹底した SNS 戦略が支持拡大に大

きく寄与したと考えられる。 

 

今後の見通し 

与党が参院でも過半数の議席を失ったことで、今後は野党の一部との連立や、安定した

連携関係を模索すると見込まれる。野党側が連立入りや連携関係を受け入れる場合に

は、自らの政策実現を条件として要求するとみられ、国民民主党の場合には、所得税の

非課税枠の 178 万円への引き上げや消費税率の引き下げを求めることが予想される。

日本維新の会については、社会保険料引き下げなどが想定される。 

日本にとって当面は最大の懸案であるトランプ政権との関税交渉についても、政権の枠

組み次第では、交渉体制や方針について不透明感が増す可能性がある。石破首相は、日

本への 25%の追加関税発動が 8 月 1 日に迫っていることを念頭に、「国政の停滞を招か

ない」との考えから続投を表明しているものの、交渉は停滞しており政権にとっての大

きなリスク要因でもある。       



 
 
 

 
 

自民党内では、参院選での敗北を石破首相の政治姿勢によるものとする見方がある。安

倍政権時には、保守政治家の代表格だった安倍晋三氏の下で自民党には「岩盤保守」と

呼ばれる強固な支持層が存在した。その後、ハト派の宏池会出身だった岸田政権で一定

数の保守支持層が離れ、さらに安倍氏と対立関係にあった石破政権の誕生によってより

多くの保守支持層が離反したとの意識が党内の右派を中心に広がっている。こうした声

が一段と強まり、「石破おろし」が現実となれば、次の首相には高市早苗・前経済安保

相をはじめとする保守色の強い議員が選出される可能性がある。 

「ポスト石破」の候補としては、昨年の総裁選で石破首相と争った高市氏、小泉進次郎

農相、林芳正官房長官、小林鷹之元経済安保相、加藤勝信財務相らが取り沙汰されてい

る。一方、国民民主党との連立が実現した場合には、玉木雄一郎代表の首相就任も選択

肢に浮上する。 

今回、参政党が既存政党への批判票の受け皿となったことで、外国人による不動産購入

や外国人への過剰な奨学金制度など国民が不公平感を感じる分野については、規制が強

化される可能性もある。ただし、参政党は男女共同参画に批判的な立場をとるほか、反

ワクチンや、米国のトランプ大統領の支持者の間で広がった「ディープステート（影の

政府）」論など、陰謀論的な主張も展開しており、政策立案能力は未知数だ。現時点で

は、一過性のムーブメントにとどまらず、継続的な支持基盤を築けるかは不透明であ

る。 

 

 

今後の政治日程 

2025 年     7 月 31 日 自民党・両院議員懇談会（参院選敗北の総括） 

    8  月  1 日 トランプ関税・25%追加関税発動、臨時国会召集？ 

           6 日 広島原爆の日 

                 9 日 長崎原爆の日 

                15 日 終戦の日（戦後 80 年） 

20 日 第 9 回アフリカ開発会議（横浜市〜22 日まで） 


